
【資産の部】

１．有形固定資産

　有形固定資産とは、土地や建物などのように通常１年を超えて長期に所有する資産をいいま
す。具体的には土地、道路、橋りょう、建物などです。

　今回作成した貸借対照表では、決算統計を算出の基礎としているため、有形固定資産における
項目が予算科目（例：総務費、民生費など）と同様の名称になっています。

（単位：千円，％）
　　　　　　　　　　　　年度
項目

平成16年度 平成17年度
16～17
伸率 平成18年度

17～18
伸率

（１）総務費 701,216 668,575 △ 4.7 640,199 △ 4.2

取得価格 1,580,592 1,581,713 0.1 1,582,593 0.1

減価償却累計額 △ 879,376 △ 913,138 3.8 △ 942,394 3.2

（２）民生費 1,071,172 1,048,025 △ 2.2 1,013,243 △ 3.3

取得価格 1,742,934 1,762,554 1.1 1,768,079 0.3

減価償却累計額 △ 671,762 △ 714,529 6.4 △ 754,836 5.6

（３）衛生費 3,935,069 3,811,756 △ 3.1 3,616,924 △ 5.1

取得価格 10,637,722 10,750,331 1.1 10,783,875 0.3

減価償却累計額 △ 6,702,653 △ 6,938,575 3.5 △ 7,166,951 3.3

（４）労働費 94,356 88,241 △ 6.5 82,134 △ 6.9

取得価格 213,655 213,655 0.0 213,655 0.0

減価償却累計額 △ 119,299 △ 125,414 5.1 △ 131,521 4.9

（５）農林水産業費 3,737,765 3,640,412 △ 2.6 3,543,194 △ 2.7

取得価格 5,232,053 5,232,053 0.0 5,232,053 0.0

減価償却累計額 △ 1,494,288 △ 1,591,641 6.5 △ 1,688,859 6.1

（６）商工費 264,285 288,076 9.0 282,610 △ 1.9

取得価格 363,704 393,283 8.1 393,283 0.0

減価償却累計額 △ 99,419 △ 105,207 5.8 △ 110,673 5.2

（７）土木費 34,696,006 34,860,317 0.5 34,483,569 △ 1.1

取得価格 59,562,934 61,309,008 2.9 62,503,575 1.9

減価償却累計額 △ 24,866,928 △ 26,448,691 6.4 △ 28,020,006 5.9

（８）消防費 251,002 241,554 △ 3.8 225,418 △ 6.7

取得価格 1,014,900 1,040,323 2.5 1,056,777 1.6

減価償却累計額 △ 763,898 △ 798,769 4.6 △ 831,359 4.1

（９）教育費 13,691,192 13,439,243 △ 1.8 13,389,478 △ 0.4

取得価格 19,737,647 19,819,153 0.4 20,108,630 1.5

減価償却累計額 △ 6,046,455 △ 6,379,910 5.5 △ 6,719,152 5.3

（10）その他 1,037,091 1,017,859 △ 1.9 1,004,341 △ 1.3

取得価格 1,681,261 1,681,261 0.0 1,681,261 0.0

減価償却累計額 △ 644,170 △ 663,402 3.0 △ 676,920 2.0

有形固定資産　計 59,479,154 59,104,058 △ 0.6 58,281,110 △ 1.4

取得価格　計 101,767,402 103,783,334 2.0 105,323,781 1.5

減価償却累計額　計 △ 42,288,248 △ 44,679,276 5.7 △ 47,042,671 5.3

　上記の表からは、費目ごとに増減の割合を読み取ることができます。しかしその一方で、施設
の整備や補修などの維持費がかかるため、ただ単に資産を増やすだけではなく、将来に向けての
備えも必要だということも意味します。減価償却累計額は、そのような更新のために備えておく
べき費用の目安として見ることができます。
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２．投資等

（単位：千円，％）
　　　　　　　　　　　　年度
項目

平成16年度 平成17年度
16～17
伸率 平成18年度

17～18
伸率

（１）投資及び出資金 3,644,020 3,790,257 4.0 3,901,271 2.9

（２）貸付金 275,967 297,152 7.7 266,254 △ 10.4

（３）基金 1,947,699 1,943,497 △ 0.2 1,991,141 2.5

①特定目的基金 1,406,176 1,402,408 △ 0.3 1,450,092 3.4

②土地開発基金 505,703 505,741 0.0 505,821 0.0

③定額運用基金 35,820 35,348 △ 1.3 35,228 △ 0.3

（４）退職手当組合積立金 0 80,222 皆増 250,222 211.9

投資等　計 5,867,686 6,111,128 4.1 6,408,888 4.9

（１）投資及び出資金

　平成１６～１８年度決算における他団体への投資及び出資金の状況を示しています。主な出資
先としては、塩竈市土地開発公社、（株）七十七銀行、塩釜ケーブルテレビ（株）、エフエムベ
イエリア（株）、その他各社団法人、財団法人などがあります。

（２）貸付金

　平成１６～１８年度決算における市民、中小企業に対して行われた災害援助貸付、高額医療費
貸付等の資金貸付の状況を示しています。また、市内の金融機関を通して実施されている資金預
託事業も計上されています。

（３）基金

　基金には、特定目的基金と定額運用基金、土地開発基金の各年度末における基金残高を計上し
ています。（「財政調整基金」や「減債基金」などの流動性の高い基金は「流動資産」に分類し
ています。）
　特定目的基金は、４つの基金の合計です。主なものとしては、将来の庁舎建設の資金とするた
めの庁舎建設基金、ミナト塩竈まちづくり基金等です。

（４）退職手当組合積立金

　退職手当組合の保有する基金のうち塩竈市の持分相当額を資産として計上しています。本市の
場合は加入一時金を資産分と見なして計上しています。

３．流動資産

（単位：千円，％）
　　　　　　　　　　　　年度
項目

平成16年度 平成17年度
16～17
伸率 平成18年度

17～18
伸率

（１）現金・預金 564,054 323,422 △ 42.7 551,149 70.4

①財政調整基金 220,455 41,963 △ 81.0 160,942 283.5

②減債基金 18,606 648 △ 96.5 651 0.5

③歳計現金 324,993 280,811 △ 13.6 389,556 38.7

（２）未収金 714,335 721,351 1.0 729,271 1.1

①地方税 629,345 648,055 3.0 661,441 2.1

②その他 84,990 73,296 △ 13.8 67,830 △ 7.5

流動資産　計 1,278,389 1,044,773 △ 18.3 1,280,420 22.6

（１）現金・預金

　現金・預金には、各年度末における「財政調整基金」のほか、「減債基金」の基金残高と「歳
計現金」を計上しています。
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　財政調整基金は、各年度の収支差額の一部を積み立て、年度間の財源調整を図るためのもので
あり、一時的な財源不足や災害等、緊急に実施することが必要となった事業などの財源として充
てられます。特定目的基金に比べ、状況に応じた柔軟な取崩しが可能であり、比較的流動性が高
いため、流動資産に計上しています。また、減債基金は、後年度以降、支出される公債費の財源
として、予算を通して積立・取崩を行っています。
　歳計現金（＝形式収支）は、歳入決算額から歳出決算額を引いた差引額であり、決算額は出納
閉鎖時点のものです。

（２）未収金

　年度末における市税、分担金・負担金、使用料・手数料、諸収入等の未収金を計上していま
す。短期間のうちに現金化されるべき債権なので、流動資産として分類しています。
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